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諮問庁：国立大学法人山形大学 

諮問日：平成２９年１０月１６日（平成２９年（独情）諮問第６２号） 

答申日：平成２９年１２月１９日（平成２９年度（独情）答申第４８号） 

事件名：特定の事案に係る特定学部キャンパス・ハラスメント防止委員会調査

委員会報告書等の不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書１ないし文書５（以下，併せて「本件対象文書」とい

う。）につき，その全部を不開示とした決定については，理由の提示に不

備がある違法なものであり，取り消すべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」とい

う。）３条の規定に基づく開示請求に対し，平成２９年８月２２日付け形

大総第１２０６号により，国立大学法人山形大学（以下「山形大学」，

「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った不開示決定（以下「原処

分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。 

本件請求に対し，「法５条４号ニ」を根拠に不開示決定を下したことに

異議を申し立てる。本件請求は，法の「国，独立行政法人，地方公共団体

又は地方独立行政法人の財産上の利益」は害しておらず，「当事者として

の地位」を不当に害していない。特定の事案に関して提訴された訴訟では，

特定地裁で各種資料が閲覧可となっており，特に山形大学が地裁に提出し

た資料を開示することは「当事者としての地位」を不当に害するものでは

ない。また，不開示決定は近年，求められる「透明化」の流れと逆行して

いる。そもそも山形大学は研究や教育など社会的意義に貢献するものとし

て，社会の期待を受け国民の税金に依存し運営されている。特定の事案に

係る本件は社会的関心も高く，不開示によって守られると山形大学が主張

する「当事者としての地位」と，開示によって得られる社会関心の充足

（中略）を比べた場合，後者が優先されることは自明と言える。以上の理

由で，審査請求を求める。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

   審査請求人から開示請求のあった対象文書は，別紙に掲げる文書１ない
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し文書５であったが，当該資料は，キャンパス・ハラスメントに関する調

査委員会における聴き取り調査や懲戒処分に関する事情聴取などの資料で

あり，関係者のプライバシー保護に十分配慮し，守秘を前提に情報の収集

が行われており，争訟中の対象文書の開示を求めるものである。 

   したがって，本件対象文書を開示した場合，開示請求者以外の特定の個

人を識別できるか，又は，開示することにより開示請求者以外の個人の権

利利益を害するおそれがあるため，法５条１号及び独立行政法人等の保有

する個人情報の保護に関する法律１４条２号の不開示情報に該当するもの

であること，さらには，これらの調査等が，関係者のプライバシーや名誉

その他の人権を尊重するとともに，知り得た情報を他に漏らさないことを

前提として実施されており，これらの情報が開示された場合は，率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が損なわれるおそれがあり，今後，本

学において同様の事案を取り扱う際に，その適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあるため，法５条３号及び独立行政法人等の保有する個人情報の保

護に関する法律１４条４号の不開示情報に該当するものでもあること，さ

らに，係争中の文書については，争訟に係る事務に関し，独立行政法人等

の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれがあるため，

法５条４号ニの不開示情報に該当するものであることから，全部を不開示

と判断した。 

   以上の理由から，原処分維持が適当と考える。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

①  平成２９年１０月１６日 諮問の受理  

②  同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１１月１日     審議 

④  同年１２月６日     本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同月１５日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

法５条４号ニに該当するとして，不開示とする決定（原処分）を行った。 

これに対して，審査請求人は，原処分の取消しを求めているが，諮問庁

は，法の適用条項に法５条１号及び３号を追加した上で，本件対象文書を

不開示としたことは妥当であるとしていることから，以下，本件対象文書

の見分結果も踏まえ，原処分の妥当性について検討する。 

２ 理由の提示について 

（１）独立行政法人等は，開示請求に係る法人文書の全部を開示しないとき

は，法９条２項に基づき当該決定をした旨の通知をしなければならず，
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この通知を行う際には行政手続法８条に基づく理由の提示を書面で行う

ことが必要とされている。この理由提示の制度の趣旨は，処分庁の判断

の慎重と公正妥当を担保してその恣意を抑制するとともに，処分の理由

を相手方に知らせて不服申立て等に便宜を与えるところにあり，理由提

示が不十分な場合，当該処分は違法であり，取り消すべきものとなる。 

（２）当審査会において原処分の法人文書不開示決定通知書を確認したとこ

ろ，「法人文書の名称」欄には，開示請求者（審査請求人）が提出した

法人文書開示請求書の「法人文書の名称又は知りたい内容等」欄の記載

と同様の文言を記載しているのみで，本件対象文書の名称を記載してお

らず，また，同通知書の「開示しない理由」欄においても，「開示請求

のあった法人文書は，独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律第５条第４号ニの規定に該当するため不開示とします。」とした上で

当該条文が記載されているのみであって，開示請求に係る法人文書につ

いて，その全部を不開示とした具体的理由，すなわち，どの文書にどの

ような情報が記載されており，それが公にされると，どのような根拠に

よって法５条４号ニに該当するのかについての内容の記載は皆無である。 

（３）このような原処分は，開示請求者（審査請求人）にとって，具体的な

文書名や当該文書中のどのような情報がどのような理由によって不開示

となるのかを十分に了知できないため，法に基づく審査請求を行うに当

たって，具体的，効果的な主張をすることを困難にさせているものであ

るから，理由の提示の要件を欠くといわざるを得ず，法９条２項の趣旨

及び行政手続法８条に照らして違法であるので，原処分は取り消される

べきである。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

  以上のことから，本件対象文書につき，その全部を法５条４号ニに該当

するとして不開示とした決定については，理由の提示に不備がある違法な

ものであり，取り消すべきであると判断した。 

（第５部会） 

  委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 



 4 

別紙 

 

文書１ 特定学部キャンパス・ハラスメント防止対策委員会調査委員会による

特定の事案に関する一連の報告書 

文書２ 特定キャンパス事務部・教授会平成２７年，平成２８年度分うち，特

定の事案に関するファイルのみ 

文書３ 特定年月日に懲戒処分とした特定学部助教への聴取内容など各種学内

調査の結果等 

文書４ 特定の事案に関して学生が大学側に申し立てた特定行為の報告書等 

文書５ 特定の事案に係る訴訟案件での山形大学側の提出資料一式 


